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防災対策は、平成２３年の東日本大震災を機に、災害時の被害を最小化する減災という

考え方が基本理念とされ、「自助」・「共助」・「公助」のそれぞれが協働により効果的に推進

されるような仕組みづくりを進めていく必要があります。 

このため、誰もが災害時に迅速かつ効率的に対応できるよう、「自分の命は自分で守る」

という防災に対する意識を高めていくことを大前提として、町内会を主体とした自主防災

組織の育成により、地域防災体制の確立を進めるとともに、市内全域に設置している防災

行政無線を中心とする情報の提供や伝達体制の強化を図っていかなければなりません。 

また、活断層である函館平野西縁断層帯の活動による地震、津波、地すべり、崖くずれ

の発生や石油コンビナート火災など、本市特有の災害の発生にも的確に対応できるよう、

消防や警察などの関係機関との連携を強化していくことも重要です。 

さらには、近年発生が顕著な集中豪雨や暴風雨などの異常気象に対しても、支援が必要

な方の対応を含め、円滑な避難が可能となるような全市的な組織体制の整備や周知活動に

も取り組まなければなりません。 

 

 

  ■自主防災組織活動カバー率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

№ 指標名及び説明 現状値 将来目標値 

１ 自主防災組織活動カバー率 41.30％ 全道平均 

２ 防災備蓄品の備蓄品数 5 品目  

 

 

 

  

市町村名等 
世帯数 

Ａ 

組織地域 

の世帯数 

Ｂ 

平成28年度 

組織率 

Ｃ＝Ｂ／Ａ 

平成27年度 

組織率 

Ｄ 

増減 

Ｃ－Ｄ 

北斗市 21,952 9,063 41.3% 36.9% 4.4% 

函館市 143,210 90,627 63.3% 60.8% 2.5% 

松前町 4,243 4,243 100.0% 100.0% 0.0% 

福島町 2,232 2,232 100.0% 100.0% 0.0% 

知内町 2,072 963 46.5% 97.3% △50.8% 

木古内町 2,303 2,146 93.2% 91.3% 1.9% 

七飯町 13,378 2,882 21.5% 21.4% 0.1% 

鹿部町 1,861 51 2.7% 2.8% △0.1% 

森町 7,730 1,069 13.8% 13.4% 0.4% 

八雲町 8,570 2,404 28.1% 28.8% △0.7% 

長万部町 2,951 126 4.3% 6.7% △2.4% 

渡島計 210,502 115,806 55.0% 53.4% 1.6% 

全道市計 2,271,336 1,308,011 57.6% 53.6% 4.0% 

全道計 2,743,797 1,489,259 54.3% 50.6% 3.7% 

成果指標 

基本目標３ 安全・安心な便利で暮らしやすいまちづくり 

基本計画１７ 防災対策の強化 

現状と課題 

 

基
本

計
画

 

［成果指標の現状値・将来目標値について］ 

 １ 現状値は、北海道が公表する、平成２８年４月１日現在の自主防災組織活動カバー率 

   （全道平均値５４．３％）。 

 ２ 現状値は、平成２８年度末の備蓄品目数。 
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 １ 防災・減災対策の推進 

① 防災対策の基本となる地域防災計画については、法改正や北海道の計画変更などに

あわせた随時の見直しを行うとともに、各種ハザードマップについても必要に応じ

た修正や作成を行い、市民周知に努めます。 

② 避難所の案内表示板や避難路標識の設置などを進めるとともに、平常時から災害に

応じた避難ルートの確認についての啓発を行います。 

③ 自主防災組織などによる協力のもと、避難行動要支援者に対する取組を進めるとと

もに、福祉避難所の開設に向けた関係機関との協議を進めます。 

④ 食料品や防災資機材の計画的な備蓄を進めるとともに、冬期間や年齢･性別などに配

慮した備蓄品の充実に努めます。 

⑤ 災害時における復旧や避難所運営を円滑に行うため、民間事業者との応援協定の締

結をさらに進めます。 

 
 

 ２ 防災意識の高揚 

① 地域を単位とした防災研修会などの実施により、「自分の命は自分で守る」という自

助意識のさらなる高揚を図ります。 

② 食料や飲料水の最低限の確保や非常持ち出し品など、各家庭での生活物資の備蓄に

ついて、啓発を行います。 

③ 高齢者などを対象にした、民間住宅の耐震改修や家具の転倒防止対策に対する支援

を推進します。 

 

 ３ 地域における防災力の向上 

① 町内会を単位とする自主防災組織の設置･育成を進め、地域コミュニティにおける組

織的な防災活動の推進を図ります。 

② 自主防災組織などによる避難訓練や防災研修会の開催に対し、積極的な支援を行い

ます。 

③ 地域における防災活動のリーダーとして、防災士や北海道地域防災マスターの育成

に対する支援を行います。 

 
 

 ４ 総合的な防災体制の充実 

① 災害時の情報を迅速かつ効果的に伝達するため、防災行政無線を中心とした防災情

報の供給体制の強化と実行性のある伝達体制の確立を図ります。 

② 消防や警察などの防災関係機関と市民が一体となり、情報伝達や応急対策などを目

的とした防災総合訓練を定期的に実施し、技術の向上や連携体制の強化に努めます。 

③ 業務継続計画を策定し、災害時における行政体制の整備に努めます。 
 
  ■防災備蓄品の備蓄状況 

備蓄品名 
平成28年度末 

備蓄数 

平成29年度末 

備蓄数（目標） 
備考 

非常食 17,500 18,000 単位：食、アルファ米ほか 

飲料水 13,728 18,000 単位：本、500mlペットボトル 

毛布 5,168 6,000 単位：枚 

マット 5,097 6,000 単位：枚 

給水用タンク 1,250 1,500 単位：袋 

 

主要施策 

【関連主要施策】 P９３  主要施策１ 公園整備の推進 ② 

第２次北斗市総合計画
基

本
計

画
 

【関連主要施策】 P８１  主要施策３ 予防対策・意識啓発活動の推進 ① 
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本市は、七飯町及び鹿部町とともに南渡島消防事務組合を組織し、広域的かつ効率的な

消防、救急体制の強化に努めています。 

消防は、大規模火災や自然災害などへの対応はもとより、北海道新幹線開業に伴う交流

人口の拡大や高規格幹線道路の延長に伴い、交通事故や火災を含む災害の複雑化、多様化

に対応していかなければなりません。 

このような災害に的確に対応するため、施設整備や消防職員、消防団員の育成強化など

消防防災体制の充実強化が必要となっています。 

救急業務においては、高齢化と救急に対する住民意識の変化により、救急需要が年々増

加し続ける中、救急車の適正利用のための広報活動を行うとともに、ドクターヘリの効果

的な活用についても検討を重ねていかなければなりません。 

住民に対する防火意識の啓発については、広報活動や一般家庭の防火査察、女性消防団

員による一人暮らしの高齢者への防火訪問などを推進していく必要があります。 

 

 ■消防体制と消防力の現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

№ 指標名及び説明 現状値 将来目標値 

１ 消防団員の定数確保 268  300  

 

 

  

区分 数量 備考 

消防機構 

本部 1箇所  

署 2箇所 北斗署、北分署 

出張所 1箇所 七重浜 

分遣所 2箇所 茂辺地、当別 

消防団 15分団 14分団、団本部 

消防職員 
本部 15人 北斗10、七飯4、鹿部1 

北斗署 81人  

消防団員  272人  

消防車両 

ポンプ車 4台 当別、谷好、清川、中央 

タンク車 6台 北斗1・2、七重浜、北1・2、茂辺地 

化学車 2台 七重浜、北斗 

原液搬送車 1台 七重浜 

高所放水車 1台 北斗 

救助工作車 1台 北斗 

高規格救急車 3台 北斗、七重浜、北 

指揮車 1台 北斗 

可搬積載車 7台 本町、文月、開発、市渡、白川、東前、千代田 

その他 6台  

その他 小型動力ポンプ 3台  

水利施設 
消火栓 777箇所  

防火水槽 102箇所  

通信施設 

通信指令台 1台  

緊急通報システム 1台 北斗分 

同報無線 1台 北斗分 

一般加入 11回線 北斗分 

無線電話 

基地局 4局  

移動局 61局  

固定局 3局  

現状と課題 

基本計画１８ 消防、救急体制の強化 

基本目標３ 安全・安心な便利で暮らしやすいまちづくり 

基
本

計
画

 

成果指標 

［成果指標の現状値・将来目標値について］ 

 １ 現状値は、平成２９年３月３１日現在の実数。 

（注）平成 29 年 4 月 1 日現在 
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 １ 消防力の強化 

① 隣接する自治体との相互応援体制を強化して、大規模災害、自然災害などの発生に

備えます。 

② 津波災害時における消防本部及び北斗消防署の一定機能を、北斗消防署北分署に移

転可能な態勢を整備し、災害対応力の確保と継続に努めます。 

③ 消防団員の定数確保のため、加入促進を図り、消防団員の処遇改善に努めるととも

に消防団を中核とした地域防災力の充実強化に努めます。 

④ 市街地での火災発生時、住宅や工場の集積地における延焼防止を図るため、計画的

に消防水利施設を設置します。 

 

 ２ 救急・救助体制の強化 

① 救急業務の高度化、処置拡大に伴い、全ての救急隊に運用可能な救急救命士が必ず

１人以上配置される体制を確保し、救急救命士の養成と運用体制の整備を継続して

進めます。 

② ドクターヘリのランデブーポイントは、通年使用可能な場所の選定と確保に努めま

す。 

③ 複雑多様化し増加傾向にある救助活動に対処するため、全ての救助隊員を人命の救

助に関する専門的かつ高度な教育を受けた隊員とし、救助資器材の整備・更新を進

め救助活動の充実強化を図ります。 

 

 ３ 予防対策・意識啓発活動の推進 

① 自主防災組織の育成と、災害に対する防災訓練を実施し、防災意識の向上を図ると

ともに、広報活動により、市民に啓発していきます。 

② 住宅用火災警報器の未設置世帯に対して、早期設置を促進するとともに、設置義務

化から 10 年を迎えるため、既設住宅用火災警報器の機能劣化が懸念されることから、

機器の交換など適切な維持管理についての啓発に取り組みます。 

 

 

 ■消防団員数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

  

年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 

団員数 283 266 269 272 268 

条例定数 300 300 300 300 300 

主要施策 

第２次北斗市総合計画
基

本
計

画
 

単位：人

【関連主要施策】 P７９  主要施策３ 地域における防災力の向上 
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 ■火災発生内容の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ■救急出場状況の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 

火災件数 

(件) 

建物 12 12 7 7 9 

林野 - - - 1 1 

車両 - 5 - - 2 

船舶 - - - - - 

その他 2 - 5 1 2 

総計 14 17 12 9 14 

死傷者 

(人) 

死者 2 1 - 1 2 

負傷者 3 1 1 - 5 

損害額 

(千円) 

建物 28,396 25,385 5,267 33,989 31,195 

林野 - - - 117 100 

車両 - 770 - - 35 

船舶 - - - - - 

その他 253,619 - 126 - - 

総計 282,015 26,155 5,393 34,106 31,330 

被災棟 18 12 8 11 12 

被災世帯 6 3 7 5 9 

焼失面積(㎡) 824 1,721 333 677 573 

区分 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 

火災 16 24 18 15 17 

自然災害 1 - - - - 

水難事故 4 3 9 1 1 

交通事故 146 164 146 135 128 

労働災害 23 25 27 27 23 

運動競技 20 15 9 15 15 

一般負傷 232 242 293 252 293 

加害事故 7 1 10 4 4 

自損行為 28 33 26 32 19 

急病 1,696 1,648 1,642 1,654 1,790 

その他 120 98 118 108 108 

総計 2,293 2,253 2,298 2,243 2,398 

基本目標３ 安全・安心な便利で暮らしやすいまちづくり 

基
本

計
画
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北海道新幹線の開業により、新函館北斗駅を中心に多くの方々が北斗市を訪れています。

交流人口の増加により、レンタカーの利用や公共交通機関の充実など交通環境の変化に伴

い、交通事故や犯罪の発生する可能性が高まることが懸念されますので、交通環境の変化

を的確に把握した上で事故発生リスクの低減や犯罪の未然防止に努める必要があります。 

また、すべての市民が、犯罪や非行の防止と罪を犯した人たちの更生について理解を深

め、それぞれの立場において力を合わせ、犯罪や非行のない明るい社会を築くことが重要

であるため、関係機関や関係団体が連携した運動を取り組むことが必要となります。 

インターネットなどによる通信販売や訪問販売による契約トラブルや悪質な商法など

による被害、さらに特殊詐欺などは、残念ながら後を絶たない状況にあり、年々巧妙化に

なってきています。 

そのため、これらの相談に応じる体制を堅持し、被害を未然に防止するため、自立した

賢い消費者の育成や啓発活動が重要となります。 

 

 

 

 ■交通事故発生件数・死傷者数 

 

 

 

 ■消費生活相談件数 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

№ 指標名及び説明 現状値 将来目標値 

１ 交通事故発生件数 83 件   

2 各種交通安全運動参加者数 5,791 名   

 

 

  

区分 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 

交通事故発生件数 140 129 90 85 75 

 (過去3ヵ年平均 144 136 120 101 83 

死者数 1 1 0 1 1 

傷者数 185 160 118 107 93 

区分 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 

消費生活相談件数 147 149 165 144 143 

現状と課題 

基本計画１９ 交通安全、防犯、消費者被害対策 

基本目標３ 安全・安心な便利で暮らしやすいまちづくり 

基
本

計
画

 

成果指標 

［成果指標の現状値・将来目標値について］ 

 １ 現状値は、平成２９年４月１日現在の実数（3 カ年平均）。 

 ２ 現状値は、平成２８年度の街頭啓発活動や安全祈願祭などへの参加者数。 
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 １ 安全な交通環境の整備 

① 幹線道路については、交通量の動向に応じて、歩道、防護柵、中央分離帯などの安

全施設の設置や、信号機、交通安全規制標識などの設置を要望します。 

② 生活道路については、通勤、通学、買物などの安全を確保するため、交通環境に応

じた歩道整備に努めます。 

③ 地域によって道路環境や道路利用の実態及び交通状況が異なることから、地域の実

情を町内会要望や北斗市通学路交通安全対策プログラムなどを通じて広く把握し、

道路交通環境の整備を行います。 

 
 

 ２ 市民総ぐるみの交通安全運動の推進 

① 町内会や学校、交通安全推進委員会、交通安全協会、交通安全指導員会などとの連

携による、市民と一体となった交通安全運動を推進し、スピードダウン・シートベ

ルト着用を重点的に推進します。 

② 幼児、小中学生、高校生に対する発育段階に応じた交通安全教育と高齢者大学や老

人クラブなどと連携し、実践型の交通安全教育を推進します。 

③ 警察機関との連携のもと、運転免許証の自主返納制度の周知など、高齢運転者対策

を推進します。 
 

 ３ 市民総ぐるみの防犯対策の推進 

① 渡島地区保護司会などが参加する、「社会を明るくする運動」を通じ、犯罪や非行の

防止と罪を犯した人たちの更生について理解を深め、犯罪や非行のない明るい社会

を築くための運動を推進します。 

② 組織犯罪から市民の安全を確保するため、函館中央地区北斗市暴力追放運動推進協

議会や函館中央管内防犯協会などと密接に連携し、安全で安心なまちづくりに努め

ます。 

③ 青色防犯パトロール隊など、青色回転灯装着車両が市内全域をパトロールすること

によって、抑止効果となる不審者や不審車両への市民の目による監視機能の強化を

推進します。 
 

 4 消費者被害対策の実施 

① 市民からの苦情・相談に対応するするため、消費生活相談員を配置し、関係機関と

連携しながら、相談・あっせんにより円滑に対処する体制を堅持し、消費者保護の

充実を図ります。 

② 特殊詐欺をはじめとする消費者被害の未然防止に努めるため、広報誌による啓発活

動や、高齢者にも分かりやすい消費者講座、研修会を開催するなど、消費者自らが

必要な知識を習得し、自主的かつ合理的に行動できるよう推進します。 

 

主要施策 

【関連主要施策】 P６７  主要施策１ 安全・安心な教育環境の充実 ④ 

第２次北斗市総合計画
基

本
計

画
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本市の市道は、平成２７年度で１，２２０路線（１・２級市道７４路線、その他市道   

１，１４６路線）総延長５００．２ｋｍで、このうち市街地の舗装整備は、概ね完了して

おります。 

今後は、広域道路網の整備計画や交通量の変化などに対応した道路整備、歩行者の安全

確保のための歩道整備が求められております。 

整備済みの道路に関しても、道路・橋りょうの老朽化が進み、かつ、今後その量が増加

することが見込まれることから、計画的な補修等により、道路機能の長寿命化を図る必要

があります。 

また、冬期間の快適な道路利用を図るため、効率的な除排雪の実施などの適切な維持管

理が今後も必要となっております。 

 

 

■市道の整備状況 

 

 

 

 

 

 

 

№ 指標名及び説明 現状値 将来目標値 

１ 橋梁改修事業の実施 １橋 20 橋 

 

 

  

 

道
路

種
別

 

未
供

用
延

長
(ｍ

) 

実
延

長
(ｍ

) 

規格改良・未改良別・車道幅員区分別実延長内訳 路線別実延長内訳 

規格改良済 未改良 

路 
線 
数 

未 
舗 
装 
道 
(m) 

舗装道 

車 
道 

19.5 
m 

以上 
(m) 

車 
道 

13.0 
m 
以 
上 
(m) 

車 
道 
5.5 
m 
以 
上 
(m) 

車 
道 
5.5 
m 
未 
満 
(m) 

延 
長 
計 
(m) 

車 
道 
5.5 
m 
以 
上 
(m) 

車 
道 
3.5 
m 
以 
上 
(m) 

車 
道 
3.5 
m 
未 
満 
(m) 

う 
ち 
自 
動 
車 
交 
通 
不 
能 
区 
間 
(m) 

延 
長 
計 
(m) 

セ 
メ 
ン 
ト 
系 
(m) 

アスファルト系 

計 
(m) 

高 
級 
(m) 

簡 
易 
(m) 

平
成

２
３

年
度

 

1級 0 46,345 0 18 32,431 13,286 45,735 39 146 463 0 648 27 1,035 468 17,074 27,806 45,348 

2級 223 82,474 0 0 47,909 22,776 70,685 6,325 3,605 1,867 89 11,797 47 12,458 157 20,065 49,802 70,024 

その他 13,778 348,849 5 29 116,571 108,700 225,305 6,528 28,750 88,633 1,313 124,763 1,116 111,821 986 16,626 219,783 237,395 

計 14,001 477,668 5 47 196,911 144,762 341,725 12,892 32,501 90,963 1,402 137,208 1,190 125,314 1,611 53,765 297,391 352,767 

平
成

２
４

年
度

 

1級 0 46,343 0 18 32,567 13,109 45,694 39 146 463 0 648 27 1,035 468 17,052 27,788 45,308 

2級 223 82,477 0 0 48,238 22,443 70,681 6,325 3,605 1,867 89 11,886 47 12,458 157 20,547 49,315 70,019 

その他 13,024 353,195 5 29 119,883 108,516 228,433 6,557 29,029 89,177 1,214 125,977 1,125 112,655 957 20,098 219,485 240,540 

計 13,247 482,015 5 47 200,688 144,068 344,808 12,921 32,780 91,507 1,303 138,511 1,199 126,148 1,582 57,697 296,588 355,867 

平
成

２
５

年
度

 

1級 0 46,342 0 18 33,596 12,594 46,208 0 133 0 0 133 27 521 468 18,081 27,272 45,821 

2級 710 82,477 0 0 48,238 22,443 70,681 6,325 3,605 1,867 89 11,886 47 12,458 157 20,547 49,315 70,019 

その他 13,036 353,811 5 33 120,256 109,232 229,526 6,172 28,836 89,279 1,214 125,501 1,129 112,572 957 20,094 220,189 241,240 

計 13,746 482,630 5 51 202,090 144,269 346,415 12,497 32,574 91,146 1,303 137,520 1,203 125,551 1,582 58,722 296,776 357,080 
平

成
２

６
年

度
 

1級 0 46,364 0 18 33,648 12,564 46,230 0 133 0 0 133 27 521 468 18,133 27,242 45,843 

2級 716 82,177 0 0 47,938 22,442 70,380 6,325 3,605 1,867 89 11,886 47 12,458 157 20,959 48,602 69,718 

その他 14,329 355,301 5 40 121,772 110,365 232,182 6,103 28,858 88,158 1,214 124,333 1,136 112,719 966 20,454 221,161 242,581 

計 15,045 483,842 5 58 203,358 145,371 348,792 12,428 32,596 90,025 1,303 136,352 1,210 125,698 1,591 59,546 297,005 358,142 

平
成

２
７

年
度

 

1級 0 46,346 0 18 33,744 12,451 46,213 0 133 0 0 133 27 520 468 18,229 27,129 45,826 

2級 710 82,797 0 0 48,555 22,446 71,001 6,325 3,605 1,867 89 11,886 47 12,458 855 21,394 48,089 70,338 

その他 12,448 357,884 7 43 125,256 110,523 235,829 6,080 28,381 87,594 1,166 123,221 1,146 111,779 968 22,894 222,244 246,106 

計 13,158 487,028 7 61 207,555 145,420 353,043 12,404 32,119 89,462 1,255 135,240 1,220 124,758 2,291 62,517 297,462 362,270 

基本目標３ 安全・安心な便利で暮らしやすいまちづくり 

基
本

計
画

 

現状と課題 

成果指標 

［成果指標の現状値・将来目標値について］ 

 １ 現状値は平成２８年度末、目標値は平成３５年度。 

基本計画２０ 生活道路の整備 
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 １ 道路網の充実 

① 広域道路網の整備と合わせた道路整備や交通量の変化などに対応した道路整備を推

進します。 

 

 

 

 
 

 ２ 安全で快適な道路空間の形成 

① 北斗市通学路交通安全対策プログラムに基づき、歩道などの整備を行い安全を確保

します。 

② 冬期間の快適な道路利用を図るため、国や北海道とも連携を図り、状況に対応した

効率的な除排雪を行い、自動車と歩行者の安全確保に努めます。 

③ 生活道路として利用されている私道については、適切な機能維持に努めます。 

 

 ３ 道路・橋りょうの長寿命化対策の推進 

① 老朽化している市道の修繕補修を計画的に推進します。 

② 橋りょうの構造劣化による機能保全と予防を図る改修事業を実施します。 

 

 

 

 

 

 

【関連主要施策】 P１０９ 主要施策４ 都市施設の整備と適正配置 

P１１１ 主要施策２ 国道の整備促進 

         P１１１ 主要施策３ 道道の整備促進 

         P１１１ 主要施策４ 市道（都市計画道路）の整備促進 

【関連主要施策】 P９９  主要施策１ 長寿命化対策の計画的な推進 ② 

第２次北斗市総合計画
基

本
計

画
 

主要施策 
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住宅を取り巻く環境は、刻々と変化しており、「住まい」に対する関心が高まっていま

す。 

高齢者や障がい者、子育て世代に配慮した住環境の整備、普及、住宅の住替え支援など

住宅事情の変化に対応し、持続可能な世代循環型社会の形成に向けた取組が求められてい

ます。 

生活水準の向上、生活意識や社会環境の変化に伴う住宅需要を適切にとらえ、民間事業

者と連携して良質でゆとりある住環境を供給していくとともに、国の補助金や税の優遇制

度などにより若年層の住宅取得を促進し、ユニバーサルデザインの導入など住宅性能の向

上を誘導していくことが必要です。  

市営住宅は、建物規模が大きく、その維持や更新費用が多額になることが予想されるこ

とから、計画的な長寿命化対策に取り組む必要があります。 

新たに造成される住宅団地は、土地利用計画や都市計画に基づき、うるおい豊かな住宅

地の形成を図り上質な住環境を確保し、移住・定住の促進につなげていかなければなりま

せん。 

 

 ■市営住宅の管理棟数、戸数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

№ 指標名及び説明 現状値 将来目標値 

１ 
市営住宅の管理戸数 
（政策空家を除く） 

888 戸 
（18 団地） 

902 戸 
（18 団地） 

２ 市営住宅の改修事業 14 棟 26 棟 

 

 

 

  

団地名 
  

備考 棟 数 戸 数 
うち政策
空家戸数 

久根別団地 15 224 8 一部政策空家 
中野通団地 7 160   
富川団地 6 144   
茂辺地団地 3 18 18 政策空家（建替予定） 
当別団地 1 4 4 政策空家（建替予定） 
桜ヶ丘団地 5 17 17 政策空家 
江差通団地 2 8 8 政策空家 
文月団地 10 40 40 政策空家 
緑ヶ丘団地 3 54   
新郷団地 5 18 18 政策空家 
本町団地 1 6   
市渡団地 1 6 6 政策空家 
本町第２団地 8 40   
千代田団地 2 8   
一本木団地 1 4   
市渡中央団地 8 52   
一本木南団地 4 16   
五月団地 2 24   
東前北団地 2 16   
稲穂団地 4 54   
東前団地 1 16   
東前西団地 6 52   
飯生団地 1 26  借上げ住宅 

計 98 1,007 119  

［成果指標の現状値・将来目標値について］ 

 １ 現状値は平成２９年度末管理戸数（政策空家を除く）。 

   将来目標値は「北斗市公営住宅長寿命化計画」による平成３９年度目標値。 

 ２ 現状値は、平成 28 年度末数値 

将来目標値は「北斗市公営住宅長寿命化計画」による平成３９年度目標値。 

成果指標 

現状と課題 

基本計画２１ 住環境の整備 

基本目標３ 安全・安心な便利で暮らしやすいまちづくり 

基
本

計
画
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 １ 住宅用地の確保 

① 定住促進を図るため、市街地の整備方針・地域の動向などを踏まえ、多様な住宅ニ

ーズに対応した良好な住宅用地供給の誘導に努めます 

② 住居系の未利用地については、宅地開発の誘導に努めます。 

 
 

 ２ 市営住宅の整備・長寿命化対策の推進 

① 茂辺地団地と当別団地の建て替え事業を推進します。 

② 久根別団地や中野通団地、富川団地などは建物主要構造部改修事業を計画的に推進

するとともに、老朽化の著しい江差通団地や向野桜ヶ丘団地などは廃止・統廃合を

行い、維持管理の軽減化に努めます。 

③ 障がい者、高齢者世帯にはバリアフリー化やユニバーサルデザインによる安全な生

活に配慮した住宅の整備、また、若年者世帯には子育て支援施設の設置等、安全・

安心、ゆとりに配慮し、駐車場、公園なども配置した住環境の整備に努めます。 

 

 ３ 住環境の整備 

① 民間住宅団地の造成に関しては、うるおいのある市街地形成に向け、ゆとりある住

宅地とするために、可能な限りの大きな区画の確保や樹木、花壇など緑の配置を積

極的に推進し、適切な誘導に努めます。 

② 災害に強い、安全で快適な住環境の形成を図るため、開発業者等に対し適切な誘導

や指導を行います。 

 

 ４ 民間建設との連携 

① 優良な住宅建設を推進するため、情報の提供などを幅広く行ないます。 

また、住宅の耐震化の促進を図るため、耐震改修促進計画を活用し、耐震化に努め

ます。 

② 宅地の無秩序・無計画な広がりを防止する開発誘導に努めます。 

 

主要施策 

【関連主要施策】 P１０９ 主要施策１ 計画的な土地利用の推進 ① 

第２次北斗市総合計画
基

本
計

画
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本市の上下水道事業は、公衆衛生の向上と生活環境の改善、公共用水域の水質保全を図

るとともに、社会活動を支えることを目的に整備され、現在水道普及率は９７．９％、下

水道普及率（公共下水道、集落排水、合併浄化槽含む）は、９２．７％となっていますが、

今後人口減少に伴う料金収入の減少や、老朽に伴う施設の更新、施設や管路耐震化のため

の費用の増大など、事業の経営環境はより厳しさを増す状況にあります。  

市民生活を支える重要なライフラインである上下水道事業は、今後の社会情勢の変化に

適切に対応し、経済性の発揮に努めながら、安定したサービスを持続することが必要です。 

 

 

 

 ■上水道の給水状況の推移 

 

 

 ■下水道整備状況の推移 

 

 

 

 

 

 

№ 指標名及び説明 現状値 将来目標値 

１ 水道管耐震化率 16.1％  24.0％  

２ 下水道普及率 93.3％  98.0％  

３ 水洗化率 85.7％  90.0％  

 

 

 

 

 

 

 

  

区分 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 

給水人口(人) 46,974 46,598 46,266 45,866 45,538 

給水戸数(戸) 19,124 19,197 19,251 19,356 19,429 

年間総配水量(㎥) 5,528,748 5,483,243 5,455,694 5,469,792 5,520,188 

一日平均配水量(㎥) 15,147 15,023 14,947 14,945 15,124 

普及率(%) 97.97 97.95 97.94 97.92 97.90 

区分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

整備面積(ha) 1,326.05 1,342.74 1,362.01 1,376.74 1,376.74 

整備人口(人) 44,061 44,145 44,015 43,932 43,932 

水洗化人口(人) 36,482 36,910 37,097 37,353 37,353 

普及率(%) 90.9 91.6 92.1 92.7 92.7 

水洗化率(%) 82.8 83.6 84.3 85.0 85.0 

成果指標 

現状と課題 

基本計画２２ 上下水道の整備 

基本目標３ 安全・安心な便利で暮らしやすいまちづくり 

基
本

計
画

 

［成果指標の現状値・将来目標値について］ 

 １ 現状値は、平成 27 年度時点の全体の水道管に対する耐震性能がある水道管の割合。 

北斗市水道事業老朽管更新・耐震化計画の整備予定より。 

 ２ 現状値は、平成 28 年度時点の総人口に対する下水道が使用できる施設整備済人口の割合。

   （公共下水道、集落排水、合併浄化槽含む） 

   北斗市流域関連公共下水道事業計画の整備予定より。 

 ３ 現状値は、平成 28 年度時点の施設整備済人口に対する下水道を使用している人口の割合。

   （公共下水道、集落排水、合併浄化槽含む） 

   現在の実績増加率（0.47％/年）を継続。 
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 １ 安全な水道水の安定供給 

① 水道水質の安全性を確保するため水道システム全体に存在するリスクを抽出・特定

し監視する「水安全計画」を作成し、さらなる安全な水の供給を推進します。 

② 中長期の更新需要と経営計画を検討した上で、「老朽管更新・耐震化計画」を策定し、

地震や災害に強い施設の更新を進めます。 

③ 長期的展望に立った水需要の見直しを随時行い経営計画に反映して、健全経営の持

続を図ると伴に、マニュアルの充実や管理システムの充実、民間委託の活用による

業務の効率化を検討します。 

 
 

 ２ 下水道の整備促進 

① 市内全域での下水道使用が可能となるよう、下水道の整備を促進するとともに、水

洗化率の向上を図るため、下水道未接続世帯への啓発活動を実施し、水洗化を促進

します。 

② 下水道施設の適切な管理の継続により公衆衛生を確保し、地震対策や長寿命化によ

る安全・安心を確保します。 

③ 持続可能な下水道事業経営を実現するため、下水道事業に企業会計を導入し、経営

上の資産管理と、さらなる正確な経営の把握に努めます。 

 

 

 

主要施策 

【関連主要施策】 P９９  主要施策１ 長寿命化対策の計画的な推進 ③ 

【関連主要施策】 P９９  主要施策１ 長寿命化対策の計画的な推進 ② 

第２次北斗市総合計画
基

本
計

画
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本市の都市公園は、街区公園１１５ヶ所、近隣公園２ヶ所、総合公園１ヶ所、運動公園

１ヶ所、特殊公園４ヶ所、都市緑地６ヶ所の合計１２９ヶ所あり、都市公園以外の公園は

２６ヶ所が整備されており、住民１人あたりの公園面積は 16.2 ㎡となっており全国平均

10.3 ㎡を上回っています。 

このようなことから、新たな公園整備は、必要性や規模、機能を考慮し、利用者のニー

ズを反映したものが求められます。 

既存公園については、利用者の年齢構成やライフスタイルが多様化する中で求められる

役割が変化してきており、安全で安心な憩いの場となるように、定期点検の実施と老朽化

施設の計画的修繕や更新を行い、良好な維持管理に努めることが重要です。 

また、公園や緑地内の樹木等の適切な維持管理による緑の保護、花いっぱい運動などの

地域住民との連携した取組により、総合的な緑化施策を推進していく必要があります。 

 

 

 

 

■花いっぱい運動参加団体数・配布株数 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

団体数 103 103 105 106 105 

 

町内会 42 41 39 38 38 

老人クラブ 17 17 17 16 16 

学校 12 12 13 12 14 

幼稚園等 9 9 10 9 11 

その他 12 12 13 17 13 

市施設 12 12 13 14 13 

株数 39,290 40,042 39,620 40,965 41,785 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

№ 指標名及び説明 現状値 将来目標値 

１ 花いっぱい運動の配布株数 41,785 株   

 

 

  

成果指標 

現状と課題 

基本計画２３ 公園、緑地の整備 

基本目標３ 安全・安心な便利で暮らしやすいまちづくり 

基
本

計
画

 

［成果指標の現状値・将来目標値について］ 

 １ 現状値は平成２８年度実績値。 
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 １ 公園整備の推進 

① 運動公園の機能充実とスポーツ合宿の誘致を図るため、競技者から要望が多いサッ

カー・ラグビー場を新たに整備する運動公園拡充事業を実施します。 

② 災害時に、避難場所として活用することを考慮した公園の整備を推進します。 

③ 幼児から高齢者まで幅広い利用者のニーズに対応した、身近な憩いの場としての公

園施設の整備を推進します。 

 

 

 
 

 ２ 安全・安心な公園の維持 

① 安全で安心して利用できる公園を目指して、定期的に各施設の点検を実施し良好な

維持管理に努めます。 

② 公園機能の長寿命化を図るため、老朽化が著しい公園施設の更新事業を計画的に推

進します。 

③ 施設や設備更新の際は利用者のニーズを反映しながら、より魅力ある公園となるよ

う努めます。 
 

 ３ 総合的な緑化施策の推進 

① 公園や緑地内の芝生や樹木の適切な維持管理を行い、緑化の推進に努めます。 

② 地域住民と連携しながら花いっぱい運動を継続的に実施し、主要道路沿道や公共施

設周辺等へ花飾することにより、美しい魅力ある北斗市をアピールしていきます。 

 

 

 

 

 

主要施策 

【関連主要施策】 P５１  主要施策４ 多様な交流の推進 ① 

P７９  主要施策１ 防災・減災対策の推進 

P１０９ 主要施策４ 都市施設の整備と適正配置 

【関連主要施策】 P１０９ 主要施策５ 緑豊かで良好な都市環境の形成 

第２次北斗市総合計画
基

本
計

画
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本市の河川は、２級河川が１０河川（総延長１３０．８ｋｍ）、準用河川が４河川（総

延長４．５ｋｍ）、普通河川が８４河川（総延長２６６．８ｋｍ）となっています。 

このうち市街地を流れる２級河川については、大雨時の洪水対策が急務となっており、

河川整備の早期完成が求められております。 

また、他の河川につきましても、流下物や堆積物の除去などによる流下断面確保などの

河川管理が求められております。 

 

 

 ■河川の現況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

種別 河川名 流路延長(km) 流域面積(㎢) 

2級河川 

常盤川 6.8 13.7 

久根別川 21.4 120.5 

蒜沢川 13.2 15.4 

大野川 28.6 124.3 

旧久根別川 2.5 2.8 

戸切地川 22.8 63.5 

流渓川 7.4 26.5 

茂辺地川 20.6 95.5 

上川汲沢川 4.2 4.6 

中二股沢川 3.3 5.6 

合計 130.8 472.4 

準用河

川 

第一端の川 0.5 1.8 

桜岱排水川 1.2 1.6 

トドメキ川 2.6 1.1 

下トドメキ川 0.2 0.7 

合計 4.5 5.2 

普通河

川 

大和川 2.5 1.0 

宗山川 12.4 13.8 

下町沢川 3.5 2.9 

当別川 6.2 8.1 

大当別川 12.5 17.2 

大野川 6.9 124.3 

深沢川 1.9 0.7 

小計 53.3 173.9 

その他普通河川 213.5 227.0 

合計 266.8 400.9 

市管理河川合計 271.3 406.1 

総合計 402.1 878.5 

（注）平成 28 年 3 月末現在 

現状と課題 

基本計画２４ 河川の整備 

基本目標３ 安全・安心な便利で暮らしやすいまちづくり 

基
本

計
画
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 １ 主要河川の改修事業の促進 

① ２級河川である久根別川、戸切地川、流溪川、旧久根別川の河川改修の早期完成を

要望します。 

 

 ２ 河川維持管理の強化 

① 各河川管理者、各種水路管理者との連絡を密にし、水害防止など維持管理の充実に

努めます。 

② 管理河川・水路の点検結果に基づき、流下物・堆積物の除去などを行い、非常時に

備えた維持管理の充実に努めます。 

 

主要施策 

第２次北斗市総合計画
基

本
計

画
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本市の公共交通である鉄道や路線バスなどは、通学や通勤など市民生活に欠かすことの

できない交通手段ですが、道路インフラの整備や少子化による通学者の減少などから、利

用者が減少しており、公共交通の確保が大きな課題となっています。また、高齢化が進む

中、公共交通のあり方について議論を深めていく必要があります。 

鉄道交通においては、北海道新幹線開業により JR 北海道から鉄路を引き継いだ道南い

さりび鉄道が運行している五稜郭－木古内間では、経営環境が厳しい中、沿線市民の生活

路線として確保に努める必要があります。 

バス交通においては、市内を運行している２２路線の確保に努めることが必要であり、

北海道新幹線の開業などの環境変化や交通需要に対応したバス路線の確保が必要となって

います。 

 

 

 

■路線バス輸送人員・乗車密度の推移 
 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

輸送人員（人／日） 2,548 2,601 2,496 2,486 2,306 

乗車密度（人）      

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

№ 指標名及び説明 現状値 将来目標値 

１ 
道南いさりび鉄道利用人数 
（1 日平均乗車人数） 

約 2,000 人   

２ 
市内運行の路線バス乗車密度 
（1 台１日 1 キロあたり平均乗車人数） 

6 人   

３ 交通機関の利便性 43.5％   

 

 

 

 

  

成果指標 

※輸送人員は、起点から北斗市内を経由し終点までの乗車総人員 

※乗車密度：市内を運行する路線バスの 1 台 1 日 1 キロあたりの平均乗車人数 

現状と課題 

基本計画２５ 公共交通の充実 

基本目標３ 安全・安心な便利で暮らしやすいまちづくり 

基
本

計
画

 

［成果指標の現状値・将来目標値について］ 

 １ 現状値は、平成２８年度平均利用人数。 

 ２ 現状値は、市内を運行する函館バスの平成２８年度１台あたりの１日１km あたりの平均 

   乗車人数。 

 ３ 現状値は、市民意識調査結果に基づく満足度。 
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 １ 公共交通の確保と充実 

① 公共交通は、通学や通勤など市民生活に欠かすことのできない移動手段として、交

通事業者と連携を図り、確保に努めます。 

② 高齢社会や人口減少などの環境変化や交通需要に応じ、市民や交通事業者との意見

交換の場で議論を深め、公共交通のあり方について検討します。 

③ 新函館北斗駅からの２次交通としての役割を担う鉄道やバス、タクシーなどについ

て、利用者の視点にたった利便性の向上に努めます。 
 

 ２ 鉄道交通の確保と利用促進 

① 市民の交通手段として重要な道南いさりび鉄道は、沿線地域協議会において必要な

方策などを協議し、市民が安心して利用できる公共交通として確保に努めます。 

② 将来にわたる道南いさりび鉄道の維持・存続に向け、観光客など新たな利用客の拡

大や、市民、沿線自治体、地域応援隊などと連携し、積極的な利用促進に努めます。 

 
 

 ３ バス交通の確保と利用促進 

① 通学や通勤など市民生活に欠かすことのできない移動手段として、バス路線の確保

に努めます。 

② バス事業者と連携し、IC カードの利用やノンステップバスの導入など利便性向上に

努めるとともに、利用促進に努めます。 

③ 北海道新幹線の開業などの環境変化や新たな交通需要に対応し、利便性の高いバス

路線のあり方について、南北市街地連絡バスの見直しと併せて検討します。 

 

主要施策 

【関連主要施策】 P５１  主要施策１ 観光資源の充実及び周遊観光の推進 ① 

第２次北斗市総合計画
基

本
計

画
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人口減少が進行する一方で、経済成長期に整備されたインフラや公共施設の老朽化が進

む中、「新しく造る」ことから「大事に使うこと」への重点化が課題であるとして、政府は

平成 25 年に「インフラ長寿命化基本計画」を策定するとともに、地方自治体に対しても

計画的な長寿命化対策を行うよう求めています。 

本市が保有する建築系公共施設は、151 施設（353 棟）、総延べ床面積約 23 万㎡で、

その多くは平成 12（2000）年までの間に建築されています。 

また、総延べ床面積のうち、33.9%が学校教育施設、32.3%が市営住宅となっていま

す。 

道路、橋りょう、上下水道等のインフラ系公共施設は、市道約 500km、橋りょう 117

橋、上水道約 280km、下水道約 210km となっており、このうち、橋りょうの多くは昭

和 55 年から平成元年までの間（1980 年代）に、下水道は平成 4（1992）年以降に整

備されています。 

過去の都市拡大に伴い整備されたこれら本市の公共施設は、老朽化が著しいものもあり、

また、今後耐用年数が到来するものも増加することから、長期的な視点や財政への影響を

十分考慮しながら、施設の安全性、機能性を確保するための維持管理や長寿命化対策を総

合かつ計画的に取り組んでいく必要があります。 

 

 ■建築系公共施設の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ■建築系公共施設の築年別延べ床面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

№ 指標名及び説明 現状値 将来目標値 

１ 建築系公共施設の利用満足度 56.6％   

 

  

施設区分 施設数 延床面積 構成比 

学校教育施設 18 77,661㎡ 33.9% 

公営住宅 22 73,954㎡ 32.3% 

市民文化・社会教育施設 17 19,330㎡ 8.4% 

スポーツ・レク施設 11 13,046㎡ 5.7% 

産業系施設 11 12,456㎡ 5.4% 

行政系施設 7 11,413㎡ 5.0% 

保健・福祉施設 8 6,939㎡ 3.0% 

その他 57 14,516㎡ 6.3% 

合計 151 229,315㎡ 100.0% 

成果指標 

現状と課題 

基本計画２６ 公共施設の長寿命化 

基本目標３ 安全・安心な便利で暮らしやすいまちづくり 

基
本

計
画

 

［成果指標の現状値・将来目標値について］ 

 １ 現状値は平成 27 年 12 月に実施した「これからの公共施設のあり方に関するアンケート」

の結果。 
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 １ 長寿命化対策の計画的な推進 

① 学校施設や芸術文化・スポーツ施設、住民施設、健康センター（せせらぎ温泉）、市

役所本庁舎は、建物主要構造部の劣化を抑制する予防保全の改修事業とともに、機

械設備の点検強化や更新事業を推進します。 

② 道路・橋りょう、市営住宅、下水道の長寿命化対策は、政府の社会資本総合整備計

画の動向を踏まえ、財源確保に努めながら推進します。 

③ 上水道は中長期の更新需要などを検討した上で「老朽管更新・耐震化計画」を策定

し、地震や災害に強い施設の更新を進めます。 

④ 施設個々の長寿命化対策は、ライフサイクルコストの最適化を十分に分析した上で

計画し、財政負担の平準化や財源確保を考慮しながら推進します。 

 

 

 

 

 

 

 ２ 総合的なマネジメントの推進 

① 公共施設等総合管理計画の進捗管理と「統一的な基準による地方公会計制度」（新地

方公会計制度）による資産を含む財務状況の分析、情報開示を一体的に行い、個別

事業の PDCAサイクルの確立に努めます。 

② 横断的な庁内マネジメント体制を構築し、個別事業計画と財政見通しとの調整を図

りながら、総合的な長寿命化対策を進めます。 

③ 市民協働や民間ノウハウを活用した公共施設運営のあり方を検討し、施設管理・運

営の効率化を図るとともに、必要に応じ、受益者負担の水準を見直します。 
 

 ■インフラ系公共施設の概要 
分類 内訳 

道路 実延長合計(市道のみ)498,019m、道路面積合計(道路部)4,357,426㎡ 

橋りょう 実延長合計3,797m、橋りょう面積合計27,249㎡ 

上水道 実延長合計275,544m 

下水道 実延長合計215,020m 

 

 ■橋りょうの建設年別面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

主要施策 

【関連主要施策】 P６７  主要施策１ 安全・安心な教育環境の充実 ① 

         P７３  主要施策５ 施設・設備の充実 ① 

         P８７  主要施策３ 道路・橋りょうの長寿命化対策の推進 

         P９１  主要施策１ 安全な水道水の安定供給 ② 

P９１  主要施策２ 下水道の整備促進 ② 

P１１２ 主要施策２ コミュニティ施設の適切な管理 ① 

第２次北斗市総合計画
基

本
計

画
 



100 

 

 

 

 ■上水道の施設年別現在価値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ■下水道の敷設年別延長 

 

基本目標３ 安全・安心な便利で暮らしやすいまちづくり 

基
本

計
画
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近年、地域における人口減少や既存家屋の老朽化などに伴い、空家等が年々増加してお

り、特に、適切な管理がなされず放置されている空き家については、周辺住民の生活環境

において、安全性や衛生面、防犯、防火などの場面で悪影響を及ぼすおそれがあることか

ら、解消に向けた取組が課題となっています。 

本市には、桜岱地区と向野地区に火葬場が整備されており、利便性や火葬件数から、当

面は２つの施設により運営していくこととしておりますが、桜岱地区の火葬場は老朽化し

ているために、総合的な火葬場の運営方針を検討する必要があります。 

本市では１７か所の公共墓地を管理していますが、ここ数年は需要が多い状況が続いて

いたことから、平成２８年度に野崎霊園の一部造成と時代の潮流に合致した合葬式墓地に

ついても併せて整備し、市民の要望に応えてきたところであります。 

し尿の処理については、本市と七飯町で組織する「南渡島衛生施設組合」の施設で処理

していますが、施設の老朽化に伴い適正な維持管理をしながら運営していく必要がありま

す。 

 

■空家件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ■火葬件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

№ 指標名及び説明 現状値 将来目標値 

１ 特定空家等候補の解消 236 戸   

 

  

地区名 

空家総数 

 
特定空家 

候補 
活用可能 その他 

浜分地区 94 戸 
24 戸 45 戸 25 戸 

25.5％ 47.9％ 26.6％ 

中央地区 220 戸 
77 戸 84 戸 59 戸 

35.0％ 38.2％ 26.8％ 

茂辺地・石別地区 185 戸 
88 戸 53 戸 44 戸 

47.6％ 28.6％ 23.8％ 

大野地区 126 戸 
47 戸 42 戸 37 戸 

37.3％ 33.3％ 29.4％ 

計 625 戸 
236 戸 224 戸 165 戸 

37.8％ 35.8％ 26.4％ 

区分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

火葬場 283 259 214 215 220 

 
市内 267 240 192 196 194 

市外 16 19 22 19 26 

永遠の森火葬場 263 276 283 279 308 

 
市内 240 250 250 259 280 

市外 23 26 33 20 28 

計 546 535 497 494 528 

 
市内 507 490 442 455 474 

市外 39 45 55 39 54 

成果指標 

［成果指標の現状値・将来目標値について］ 

 １ 現状値は、平成２８年度の空き家住宅等実態調査結果より。 

（注）平成 28 年度調査数値 

※地区名 

 ・浜分地区：七重浜、追分           ・中央地区：久根別～富川 

 ・茂辺地・石別地区：矢不来～三ツ石    ・大野地区：旧大野町地域 

現状と課題 

基本計画２７ 環境衛生の充実 

基本目標３ 安全・安心な便利で暮らしやすいまちづくり 

基
本

計
画

 
単位：件
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 １ 空家等対策 

① 空家対策については、北斗市空家等対策計画に基づき遂行していくことになり、特

定空家等と判定したものは、所有者に対し「助言・指導・勧告・命令」により、適

正管理に向けた取り組みを強化します。 

② 特定空家等の解消方法としては、解体による除却か修繕による改善が考えられるこ

とから、所有者のニーズにあった支援制度などを周知することで、その加速化に努

めます。 

③ 居住可能な空家等については、空き家バンク制度などによる利活用が期待できるた

め、関係課と連携しながら、その解消に努めます。 

 

 

 ２ 火葬場・墓地の適正管理 

① 老朽化している桜岱地区の火葬場については、計画的な修繕を行いながら安定した

火葬体制を継続していくとともに、今後の施設運営の方針については、向野地区の

火葬場も含めた中で検討します。 

② 野崎霊園は、当初予定していた第２期計画の 500 区画のうち、100 区画の造成と

100 区画分の敷地に合葬式墓地を建設しましたが、残余地への 300 区画の造成に

ついては、今後の需要を見極めながら検討します。 

 

 ３ し尿処理施設の適正管理 

① し尿処理施設については、南渡島衛生施設組合が実施する施設の機能検査後に、構

成町である七飯町と整備方針の協議を進めます。 

 

主要施策 

【関連主要施策】 P７７  主要施策３ 住まい・仕事の支援 ① 

第２次北斗市総合計画
基

本
計

画
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循環型社会を実現していくためには、大量消費から発生する大量の廃棄物を「出さない

こと」「繰り返して使うこと」「資源として再利用すること」が重要であり、限りある資源

を大切にすることは、時代の趨勢となっています。 

本市におけるごみの排出量は、市民などの協力や理解のもとに減量化への取組をしてき

た結果、年々減少傾向にありますが、市民一人当たりの減少率は僅かであることから、今

後においてもごみの減量化に取り組んでいく必要があります。 

中でも排出量の半分以上を占める燃やせるごみについては、「クリーンおしま」で焼却

処理をしていますが、設備の耐用年数を迎えることから、施設の長寿命化を図ることが必

要となります。 

また、従来まで埋立処分による処理をしていた燃やせないごみなどは、浸出水の管理な

どに伴う将来の財政負担等を検討した結果、処分方法の転換をし、平成 26 年 10 月から

は破砕処理後にセメント製造での燃料や原料としてリサイクルをしています。 

しかし、これらのごみの一部には、破砕処理困難物やセメント原料として受入不能な不

適切物があることから、埋立による処分が必要となります。  

施設での適切な廃棄物処理がされている一方で、いまだ不法投棄などの違法行為も後を

絶たない状況にあることから、今後においても、適切な対策を講じていく必要があります。 

 

 

 

■ごみ処理の推移 

 

 

 

 

 

№ 指標名及び説明 現状値 将来目標値 

１ 家庭系ごみ排出量（一人当たり日平均） 608ｇ/人・日   

２ リサイクル率 56.0％   

３ 不法投棄の状況 1,001 個   

 

 

 

  

区分 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 

計画収集人口(人) 48,477 48,101 47,769 47,369 47,041 

年間排出量(t) 15,388 14,822 14,235 14,179 14,188 

 

燃やせるごみ(t) 15,388 14,822 14,235 14,179 14,188 

生ごみ(t) 7,665 7,402 7,244 7,191 7,290 

燃やせないごみ(t) 3,739 3,708 3,639 3,822 3,745 

プラスチック製容器(t) 1,223 1,018 864 580 547 

別回収燃やせるごみ（ｔ） 376 388 368 349 350 

粗大ごみ(t) 400 401 398 374 331 

資源ごみ(t) 309 318 215 292 358 

年間排出量のうち家庭系ごみ排出量(t) 11,680 11,241 10,760 10,581 10,431 

 1人1日当たりのごみ排出量（g） 660 640 617 612 608 

成果指標 

現状と課題 

基本計画２８ 廃棄物対策、リサイクルの推進 

基本目標３ 安全・安心な便利で暮らしやすいまちづくり 

基
本

計
画

 

［成果指標の現状値・将来目標値について］ 

 １ 現状値は、平成２８年度実績。 

 ２ 現状値は、平成２８年度実績。 

 ３ 現状値は、平成２８年度実績。 
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 １ ごみの減量化とリサイクル化の促進 

① ごみの排出量については減少傾向にあるものの、今後も市民への啓発を行い、学校

とも連携しながら、小学生の施設見学や社会科副読本による授業を実施し、ごみの

減量化に対する市民意識の醸成を図ります。 

② ごみ排出量の半分以上を占める燃やせるごみには、資源ごみや生ごみの混入がある

ことから、分別の徹底によるリサイクル化を推進するためにも、ごみ分別出前講座

や広報紙による周知のほか、町内会などによる集団資源回収の協力により、一層の

リサイク率向上に努めます。 

③ 生ごみについては、平成 19 年 11 月から燃やせるごみから分離して処理しています

が、引き続き、市民や事業者に対しては水切りや燃やせるごみからの分別を徹底す

ることにより、リサイクルの推進に努めます。 

④ 資源ごみや古衣料の分別は、循環型社会を実現していく上で不可欠である「3R」の

うちの、リユースとリサイクルを推進するために大変有効であることから、市民や

事業者の適切な分別の徹底を推進していきます。 
 

 ２ ごみ処理体制の充実 

① クリーンおしまの長寿命化については、多額の事業費を要することから、国の基幹

的設備改良事業による補助金の活用を前提に、渡島廃棄物処理広域連合の構成市町

で協議を行い、設備改修に努めます。 

② 破砕処理ができないごみを将来にわたって埋立処分するには、中山一般廃棄物最終

処分場の埋立量を増量する必要があることから、北海道と協議をしながら容量の確

保に努めます。 
 

 ３ 不法投棄対策 

① 不法投棄される廃棄物については、後を絶たない状況にあることから、市民や事業

者からの通報のほか、パトロールの強化や監視カメラ及び看板の設置による抑制を

図りながら、関係機関との連携を強化し、不法投棄の防止に努めます。 
 

■リサイクル率の推移 

 

■不法投棄の推移 

 

区分 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 
年間総排出量(t) (C=A+B) 16,892 16,314 15,742 15,598 15,600 

年
間

総
排

出
量

内
訳

 

集団資源回収量(t) (A) 1,504 1,492 1,507 1,419 1,412 
年間排出量(t) (B) 15,388 14,822 14,235 14,179 14,188 

年
間

排
出

量
の

う
ち

資
源

化
分

 

生ごみ(t) (D) 3,739 3,708 3,639 3,822 3,745 
プラスチック製容器包装(t) (E) 376 388 368 349 350 
古衣料（別回収燃やせるごみ） （ｔ） （F) 1 3 4 148 309 
小型家電（燃やせないごみ） （ｔ） （G) - - 46 101 114 
破砕処理ほか（燃やせないごみ、 
粗大ごみほか） （ｔ） （H) 

335 391 689 1,149 1,237 

資源ごみ(t) (I=J+K+L+M+N) 1,676 1,587 1,507 1,571 1,567 

資源ごみの内訳 

缶類(t) (J) 245 188 168 140 170 
瓶類(t) (K) 438 439 429 406 396 
ペットボトル(t) (L) 187 174 159 159 160 
金属類(t) (M) 115 121 143 244 240 
古紙類(t) (N) 691 665 608 622 601 

資源化ごみ量(t) (O=A+D+E+F+G+H+I) 7,631 7,569 7,760 8,559 8,734 
リサイクル率(%) (O/C×100) 45.2 46.4 49.3 54.9 56.0 

区分 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 
家 電 類 (台) 76 134 83 45 42 
自 転 車 (台) 84 153 177 38 44 
廃 タ イ ヤ (本) 221 615 675 255 245 
可 燃 ご み (袋) 54 19 72 176 88 
不 燃 ご み (袋) 187 526 396 96 485 
そ の 他 (個) 138 222 315 47 97 

合   計 760 1,669 1,718 657 1,001 

主要施策 

第２次北斗市総合計画
基

本
計

画
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生活の利便性向上や経済の発展に伴い、日常生活の中から排出される温室効果ガスは、

地球温暖化に最も影響を及ぼしており、温室効果ガスの中でも寿命が長い二酸化炭素は、

一度空気中に増えてしまうと 100 年間にもわたり気候や海に悪影響を及ぼすと言われて

いることから、温暖化への対策は急務となっています。 

こうした地球環境への影響を地域から対応するには、二酸化炭素や排出ガスの削減など

が重要となることから、身近な取組が必要となります。 

このほか、水や空気の環境を保全していくためには、市民や事業者への理解と協力を求

めていく一方で、騒音・振動などの定期測定や河川の水質検査のほか、平成 26 年 10 月

からは微小粒子状物質（PM2.5）による大気汚染の常時測定をしており、今後も継続的な

監視が必要となります。 

また、函館湾における海洋汚染対策は、流入河川の流域を含めた保全対策が重要である

ことから、広域的な協議をしていくことが必要となります。 

 

 

 ■公共施設太陽光発電システム稼動状況の推移 

 

 ■微小粒子状物質（PM2.5）の年平均値の経年変化 

測定場所 基準値 平成26年度 平成27年度 平成28年度 

追分1丁目 
年平均値 15 10.0 9.3 8.4 

日平均値 35 25.2 24.0 22.0 

 

 

 ■河川のＢＯＤ経年変化 

 

 

 

  

施設名 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 

総合文化センター 

(かなで～る) 

発電量(kwh) 11,344 11,429 10,952 6,034 5,512 

CO2削減量(t) 4.91 4.95 4.74 2.61 2.39 

浜分中学校 
発電量(kwh) 22,178 22,471 24,108 22,917 19,085 

CO2削減量(t) 9.60 9.73 10.44 9.92 8.26 

茂辺地小中学校 
発電量(kwh)  557 2,865 3,398 2,724 

CO2削減量(t)  0.24 1.24 1.47 1.18 

合計 
発電量(kwh) 33,522 34,457 37,925 32,349 27,321 

CO2削減量(t) 14.51 14.92 16.42 14.00 11.83 

区分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

第一国費排水川七重浜橋 2.7 2.1 3.8 1.8 1.5 

久根別川新久根別橋 2.8 1.6 4.9 2.2 1.5 

大野川有川橋 0.9 0.8 1.1 0.9 0.5 

戸切地川戸切地橋 0.8 1.0 0.8 0.8 0.5 

宗山川宗山橋 1.0 1.4 1.6 1.1 0.5 

端の川橋の川 1 号橋 1.1 0.7 0.7 1.2 0.5 

流渓川流渓橋 0.8 0.6 0.8 0.8 0.5 

万太郎沢川谷川道路踏切側 0.7 0.6 1.2 1.0 0.5 

下町沢川下流 0.9 0.5 0.9 0.8 0.5 

茂辺地川鮭見橋 0.5 0.7 0.5 0.8 0.5 

当別川当別橋 0.8 0.7 0.6 0.8 0.5 

大当別川大当別橋 0.5 0.5 0.5 0.6 0.5 

現状と課題 

基本計画２９ 環境保全対策の推進 

基本目標３ 安全・安心な便利で暮らしやすいまちづくり 

基
本

計
画

 
単位：mg/㍑

単位：μg/㎥

（注）平成 26 年度は、10 月からの半年間の平均値 
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 １ 環境保全意識の啓発 

① 二酸化炭素を削減するためには、まずは排出を減らすことからの身近な取組が必要

であり、エネルギーの消費を極力少なくするために、不要な電力の消費を抑えたり、

アイドリングストップや急発進などを避けるエコドライブの推奨など、市民や事業

者に対して省エネルギーへの意識啓発に努めます。 

② 二酸化炭素の削減には、自然エネルギーの活用についても有効であると考えられる

ことから、既に発電実績のある公共施設の状況などを周知しながら、新エネルギー

に対する市民の意識醸成に努めます。 

③ 二酸化炭素の吸収に効果のある森林の育成も大切なことから、市民協働の森づくり

となる各種植樹運動などの取組についても促進します。 

④ 河川や海の水質汚染は、生活排水や工場排水を適切な処理をせず河川などへ放流す

ることが大きな一つの要因となっていることから、関係課との連携のもと、下水道

への接続や合併処理浄化槽への切替などを奨励していくほか、水質保全の必要性に

ついて周知に努めます。 

 

 ２ 環境汚染等対策の推進 

① 微小粒子状物質（PM2.5）は、その大きさから呼吸器系の奥に入り込みやすく、気

管支炎や肺がんなどの呼吸器疾患や、心臓など循環器への健康被害が懸念されるこ

とから、今後も継続的な測定に努めます。 

② きれいな水や海の環境を守るためには、その源である河川の水質を保全していく必

要があることから、継続的な水質検査を行い、本市をはじめ函館市と七飯町、及び

関連漁業協同組合で構成する函館湾漁場環境保全対策協議会において、監視しなが

ら汚染防止に努めます。 

 

主要施策 

第２次北斗市総合計画
基

本
計

画
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本市では、都市計画法に基づき都市計画区域を定め、市街化を図るべき市街化区域、市

街化を抑制すべき市街化調整区域を決定し、自然環境を保全しながら住環境と都市的な魅

力を併せ持つまちづくりを推進し、計画的な土地利用による都市基盤を整備し、商・工・

農林漁業の均衡ある産業基盤を築いてきました。 

北海道新幹線が開業し、高規格道路をはじめさまざまな高速・広域交通体系が充実し、

多くの人が本市を訪れるようになり、まちの魅力を高める土地利用に期待が寄せられてい

ます。 

環境保全や諸条件に配慮し、高規格道路北斗追分ＩＣ周辺や新函館北斗駅周辺を中心に、

まちの実情に応じた土地利用を促進し、地域の活性化を図る必要があります。 

一方で人口減少や産業構造の変化などにより、空き家の発生、地域コミュニティやにぎ

わいの低下などが生じてきています。 

そのため、居住や都市機能、公共施設を誘導する区域を設定し、公共交通により必要な

施設にアクセスできる手段を充実させ、各地域ごとに主要な生活機能を確保しつつ、地域

活力を維持し、緩やかに一定程度の人口集積を図り、安心して暮らせる北斗市らしい「コ

ンパクトなまちづくり」が必要です。 

 

 

 ■区域区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■用途地域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区分 都市計画区域 市街化区域 市街化調整区域 

函館圏 24,941 6,536 18,405 

函館市 14,318 4,788 9,530 

北斗市 7,393 1,181 6,212 

七飯町 3,230 567 2,663 

区分 函館圏 函館市 北斗市 七飯町 

第1種低層住居専用地域 1,290.0 947.0 101.0 242.0 

第2種低層住居専用地域 54.0 40.0 8.0 6.0 

第1種中高層住居専用地域 363.0 144.0 124.0 95.0 

第2種中高層住居専用地域 915.6 840.0 69.0 6.6 

第1種住居地域 1,280.0 777.0 374.0 129.0 

第2種住居地域 294.1 282.0 5.1 7.0 

準住居地域 111.0 88.0 23.0 - 

近隣商業地域 311.4 281.0 24.3 6.1 

商業地域 240.4 235.0 5.4 - 

準工業地域 936.2 769.0 159.0 8.2 

工業地域 571.0 270.0 271.0 30.0 

工業専用地域 169.0 115.0 17.0 37.0 

計 6,535.7 4,788.0 1,180.8 566.9 

現状と課題 

基本計画３０ 都市計画の推進 

単位：ha

基本目標３ 安全・安心な便利で暮らしやすいまちづくり 

基
本

計
画

 

（注）平成 28 年 3 月 31 日現在 

単位：ha

（注）平成 28 年 3 月 31 日現在 
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 １ 計画的な土地利用の推進 

① 市街化区域の低・未利用地について、周辺の土地利用との円滑な調整を図りつつ、

積極的に有効利用され、市街地が形成されるよう努めます。 

② 市街化調整区域については、豊かな自然環境を保全しつつ農林業との共存を図りな

がら本市のまちづくりや都市動向を踏まえ適切かつ計画的な土地利用の調整に努め

ます。 

 
 

 ２ 機能別土地利用の方針 

① 市街化区域内の低・未利用地について、良好な土地利用がなされるよう用途地域を

見直すなどの転換を図り、都市機能の向上と快適な住環境が確保されるよう努めま

す。 

② 市街化調整区域のうち、新函館北斗駅周辺や高規格道路北斗追分ＩＣ、主要幹線道

路の周辺など交通の要衝となる地域について、農林業との調整を図り、各種都市計

画制度を活用し、企業進出を誘導するための土地利用を目指します。 

 
 

 ３ 市街化区域及び用途地域の見直しの推進 

① 都市計画マスタープランに基づき、今後の人口動向、市街地の発展状況、土地利用

の動向などを勘案し、地域の実情に応じたきめ細やかな市街化区域及び用途地域の

見直しを進めます。 

② 七重浜から久根別・東浜地区の一部では、住宅地と工場や事業所が混在しており、

これらの用途純化を図るため、適切な土地利用の誘導に努めるとともに、特別用途

地区の設定などの検討を行います。 
 

 4 都市施設の整備と適正配置 

① 都市施設である道路や公園、公共下水道の整備を図り、快適でうるおいのある生活

環境の推進に努めます。 

② 都市計画決定から長期間にわたって未着手となっている道路や公園等の都市計画施

設の見直しに向けた検討を行います。 

 

 
 

 ５ 緑豊かで良好な都市環境の形成 

① 公園・緑地の適正な保全及び緑化の推進を、総合的かつ計画的に実施するために、「緑

の基本計画」を策定し、緑豊かでうるおいのある都市環境づくりに努めます。 

 

 

 

【関連主要施策】 P８７  主要施策１ 道路網の充実 

         P９３  主要施策１ 公園整備の推進 

【関連主要施策】 P９３  主要施策３ 総合的な緑化施策の推進 

【関連主要施策】 P３９  主要施策１ 企業誘致の推進 ④ 

主要施策 

【関連主要施策】 P８９  主要施策１ 住宅用地の確保 
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北海道新幹線が開業し、道南を中心ににぎわいを見せています。 

さらなる魅力と活力で満ちあふれた北海道が築かれるよう、一日も早い札幌までの全線

開業が望まれています。 

また、在来線との共用区間における速度制限、いわゆる青函共用走行問題について、整

備効果を高めるための抜本的な解決が求められています。 

本市の道路網は、函館市から七重浜・追分・本町地区を経て檜山地区へ至る一般国道２

２７号と、七重浜から海岸線沿いを走り渡島西部方面へ至る一般国道２２８号が地域の経

済活動や市民生活の主要な幹線道路として機能し、これらに道道及び市道が接続され都市

機能が形成されています。 

高速交通ネットワークは、主要な地域間を結び、経済基盤の強化と地域の活性化を加速

させ、交通渋滞緩和に資するため必要な社会基盤でありますので、今後も北海道縦貫自動

車道や各高規格道路等の建設、整備を促進することが重要です。 

高速鉄道と高速道路との相乗効果を高めるため、新函館北斗駅とのアクセスを重視した

広域的な高速交通ネットワークの構築が必要です。 

 

 ■国道・道道の整備状況 

 

 

 

 

 

 

 

 ■都市計画道路の決定状況 

 

  

区分 
区域内延長

(km) 

改良延長

(km) 

舗装延長

(km) 

自動車交通

不能延長

(km) 

改良率(%) 舗装率(%) 

一般国道 64.9 64.9 64.9 0.0 100.0 100.0 

道道 54.8 43.2 43.2 0.0 78.8 78.8 

名称 区域 構造 

区分 規模 番号 路線名 総延長(m) 
市内 
延長 
(m) 

構造 
形式 

幅員 
(m) 

車線 
数 

1 3 2 上磯新道 4,220 480 嵩上式 24 4 

3 2 31 大野新道 13,170 11,230 地表式 30 4 

3 3 87 新外環状線 5,810 2,570 地表式 23 2 

3 3 25 放射5号線 11,850 8,810 地表式 25 4 

3 3 101 外環状線 10,790 1,060 地表式 25 4 

3 3 301 江差通 990 990 地表式 25 4 

3 4 106 あけぼの通 1,030 380 地表式 18 2 

3 4 203 七重浜駅前通 440 440 地表式 16 2 

3 4 204 七重浜駅北通 240 240 地表式 16 2 

3 4 205 上磯田園通 4,790 4,790 地表式 16 2 

3 4 208 久根別駅前通 230 230 地表式 16 2 

3 4 209 久根別駅北通 320 320 地表式 16 2 

3 4 210 清川通 1,720 1,720 地表式 16 2 

3 4 211 上磯駅前通 
180 180 地表式 16 2 

上磯駅前広場 約2,200㎡ 

3 4 212 運動公園通 1,070 1,070 地表式 16 2 

3 3 213 久根別通 540 540 地表式 25 2 

3 4 302 大野市街通 3,440 3,440 地表式 16 2 

3 4 303 田園通 3,100 3,100 地表式 16 2 

3 4 304 本郷中央通 480 480 地表式 16 2 

3 4 305 白川通 530 530 地表式 16 2 

3 4 306 大野橋通 1,220 1,220 地表式 16 2 

3 4 307 消防署前通 1,490 1,490 地表式 16 2 

3 4 308 新函館北斗駅前通 970 970 地表式 21 2 

3 4 309 新函館北斗駅環状通 730 730 地表式 18 2 

7 4 301 新函館北斗駅仲通 180 180 地表式 16 2 

現状と課題 

基本計画３１ 広域交通ネットワークの整備促進 

（注）平成 28 年 4 月 1 日現在 

基本目標３ 安全・安心な便利で暮らしやすいまちづくり 
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 １ 北海道新幹線の建設促進 

① 新函館北斗・札幌間の着実な事業推進を要望します。 

② 全ダイヤの高速走行実現に向けた青函共用走行問題の早期の抜本的解決を要望しま

す。 
 

 ２ 国道の整備促進 

① 北海道縦貫自動車道の早期完成を要望します。 

② 高規格幹線道路函館・江差自動車道の整備促進を要望します。 

③ 地域高規格道路函館新外環状道路の整備促進を要望します。 

④ 地域高規格道路松前半島道路の早期整備を要望します。 

⑤ 国道２２８号の４車線化の未整備箇所の早期整備を要望します。 

⑥ 国道２２７号の渡島中山防災（トンネル改修）の整備促進 
 

 ３ 道道の整備促進 

① 道道北斗追分インター線の早期整備を要望します。 

② 道道大野上磯線（都市計画道路：久根別通）の早期整備を要望します。 

③ 道道大野上磯線（本町地区）の整備促進を要望します。 

④ 道道大野上磯線（都市計画道路：大野市街通）の整備促進を要望します。 
 

 4 市道（都市計画道路）の整備促進 

① 上磯田園通の整備（一本木～久根別５丁目区間の橋梁新設等）を促進します。 

 

 

 

 

 

主要施策 
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